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１．コロナ禍における経済の現状
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新型コロナウイルス感染症の拡大によるビジネスへの影響（全体）

マイナスの影響がある（あった） マイナスの影響があったが、現在はほぼ回復

マイナスの影響が今後生じる可能性がある プラスの影響がある（あった）

プラスの影響が今後生じる可能性がある ほとんど影響は無く、今後も影響は無い見込み

わからない その他

減
少

新型コロナウイルス感染症の拡大によるビジネスへの影響①（大阪市実施「新型コロナウイルスによる企業活動への影響」に関する調査より抜粋）

 「マイナスの影響があった」は20年6月以降、7割を超えて
推移。マイナスの影響から回復した割合は、現状でも1割
をやや超える程度で影響は持続。
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各月売上高の前年同月との比較（全体）
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減
少

 前年同月比の売上高について、 ”減少”と回答した割合は、
20年6月で82.2％と最も高く、その後下降を続けているが、
21年6月においても前年同月比”減少”の割合は5割超。

※「マイナスの影響があったが、現在はほぼ回復」は2020年9月調査から追加 ※2020年3月調査は「20％以上の減少」の設問に対する回答
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１．コロナ禍における経済の現状

 マイナスの影響の具体的内容について、製造・非製造業とも、「1 取引先
企業（国内）からの受注減より、生産・販売が減少」が最も高い。

 ほとんどの項目において、製造業が非製造業を上回る中、「5 資金繰りの
悪化」では非製造業が製造業を9.5ポイント上回り、21.2％となった。

 「実施中・実施済み」の新型コロナの対策としては、「1 web会議の導
入」が最も高く、次いで、「4 業種ごとの感染拡大予防ガイドラインの徹
底」、「2 時差出勤の導入・活用」となった。

 「8 新製品開発・新規事業の創出」、「6 販売・事業活動の強化」につ
いて、予定・検討している割合が高い。

78.7 

45.7 

40.4 

31.9 

11.7 

19.1 

14.9 

17.0 

8.5 

9.5 

6.4 

2.1 

2.1 

0.0 

4.2 

59.1 

42.6 

35.4 

28.3 

21.2 

8.7 

7.9 

6.3 

4.7 

3.9 

4.0 

1.6 

0.0 

0.8 

13.4 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

マイナスの影響の具体的内容（業種別）（2021年6月）

系列1 系列2

１ 取引先企業（国内）からの受注

減により、生産・販売が減少

２ 出張の自粛・制限等による

商談等の遅れ

３ 展示会やイベントの延期・
中止等

４ 外出手控えにより、生産・
販売が減少

５ 資金繰りの悪化

６ 取引先企業（海外）からの受注

減により、生産・販売が減少

７ 訪日外国人客の減少により、

生産・販売が減少

８ 国内旅行客の減少により、

生産・販売が減少

９ 原材料、部品、商品等の

代替品調達によるコスト増

10 海外からの原材料、部品、

商品等の調達難により、
生産・販売が減少

11 国内からの原材料、部品、
商品等の調達難により、
生産・販売が減少

12 採用活動の延期・中止等

13 自社（グループ企業含む）の
生産・販売拠点の休止

14 一斉休校等に伴う従業員の
休暇等による業務への支障

15 その他
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新型コロナウイルス感染症

系列1 系列2

１ Ｗｅｂ会議の導入

２ 時差出勤の導入・活用

３ 在宅勤務（テレワーク）

４ 業種ごとの感染拡大
予防ガイドラインの徹底

５ 運転資金等の確保

６ 販売・事業活動の強化

７ 従業員の休業など

８ 新製品開発・新規事業の創出

９ 行政機関等の
相談窓口の活用

10 ＢＣＰ（事業継続計画）の
策定・改訂

11 代替調達先の開拓

12 採用日程・計画の変更

13 別の工場等での代替生産

14 その他
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 大阪市の地価公示価格（対前年平均変動率）は、近
年、上昇基調にあったものの、新型コロナの影響で下降。

地価公示価格（全用途、対前年変動率）

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

全用途
対前年
変動率

1.6% 1.7％ 3.7％ 3.9％ 3.9% 4.7％ 1.4％ △0.8％

出典：大阪市都市計画局「地価調査・地価公示」、「地価インフォメーション」より作成

2016年
（12月）

2017年
（12月）

2018年
（12月）

2019年
（12月）

2020年
（12月）

2021年
（8月）

平均
空室率

5.24％ 3.68％ 2.83% 1.82% 3.44％ 4.27％

※平均空室率は、大阪ビジネス地区（梅田、南森町、淀屋橋・本町、船場、
心斎橋・難波、新大阪）の平均

平均空室率（大阪ビジネス地区）

 大阪ビジネス地区の平均空室率は、近年、下降を
続けていたものの、新型コロナウイルス感染症の影響に
よるオフィス需要の減少に伴い、上昇基調にある。

出典：三鬼商事（株）「オフィスリポート大阪」、「最新オフィスビル市況」より作成
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１．コロナ禍における経済の現状
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 2020年の大阪府の完全失業者数は16.0万人、完全失業率は3.4％と、2012年以降の改善傾向から一転して
悪化。全国との比較でも、依然として全国平均（2.8％）より高い状況が続いている。

雇用関係（完全失業者数、完全失業率）

出典：総務省「労働力調査」、大阪府統計課「労働力調査地方集計結果（年平均）」より作成 5

１．コロナ禍における経済の現状
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 大阪府の有効求人倍率は、上昇傾向が続いていたものの、2019年をピークに下降に転じ、さらに新型コロナの影響
によって急激に下降。直近においても低調となっている。

 新規求人倍率も2019年をピークに下降に転じ、新型コロナの影響により急激な下降と上昇が生じているものの、約
2倍の水準は維持。ただし、全国平均を上回っていたが、直近では同水準となっている。

雇用関係（有効求人倍率、新規求人倍率）

出典：厚生労働省「職業安定業務統計」より作成
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１．コロナ禍における経済の現状
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倒産関係（近畿地区・大阪府・大阪市）

出典：東京商工リサーチデータより作成
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１．コロナ禍における経済の現状
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倒産件数の推移（全国）

 2020年の倒産件数は全国、大阪市・府ともに、新型コロナの影響を受ける前の2019年より減少。

 一方、大阪府の新型コロナウイルス関連破たんは2021年9月30日時点で累計230件に達し、近畿の約6割を占めて
いる。特に飲食業を中心とした「食」関連業種（飲食業、飲食料品卸売業、飲食料品製造業、飲食料品小売
業）の近畿地区におけるコロナ破たんが149件と、全体の3分の1（36.2％）を占め、特定業種に影響が続く。

(単位：件)

(単位：件)

新型コロナウイルス関連破たん（近畿地区・業種別）

（件数）

※全業種のうち近畿地区合計で件数の多かった10業種及び
「食」関連業種について抜粋

業種 合計 大阪府 兵庫県 京都府 奈良県 滋賀県 和歌山県

1 飲食業 109 64 24 8 5 6 2

2 生活関連サービス業，娯楽業 32 18 9 2 3 0 0

3 建設業 32 13 11 4 2 2 0

4 飲食料品卸売業 26 13 9 0 0 1 3

5 織物・衣服・身の回り品小売業 22 10 9 1 1 1 0

6 繊維・衣服等卸売業 19 14 3 2 0 0 0

7 他のサービス業 17 8 6 0 2 1 0

8 運輸業 14 5 9 0 0 0 0

9 学術研究，専門・技術サービス業 12 9 1 2 0 0 0

10 機械器具卸売業 11 9 1 1 0 0 0

10 宿泊業 11 2 1 3 2 2 1

17 飲食料品製造業 8 2 2 3 0 0 1

20 飲食料品小売業 6 3 3 0 0 0 0

合計 412 230 102 37 19 15 9
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１．コロナ禍における経済の現状
観光インバウンドの状況①

【インバウンドの状況（全国・関西空港）】

 外国人旅行者数及び関西空港外国人入国者数は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う入国規制の影響
により激減。

 2019年の同月と比較して、99％前後の減少が続いており非常に厳しい状況。
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系列1 系列2 出典：日本政府観光局「訪日外客数の動向」より作成

出典：出入国在留管理局「出入国管理統計」より作成

(単位：人) (単位：%)

(単位：人) (単位：%)

2020年 2021年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月

外国人旅行者数 2,661,022 1,085,147 193,658 2,917 1,663 2,565 3,782 8,658 13,684 27,386 56,673 58,673 46,522 7,355 12,276 10,853 10,035 9,251

2019年同月比 -1.1 -58.3 -93.0 -99.9 -99.9 -99.9 -99.9 -99.7 -99.4 -98.9 -97.7 -97.7 -98.3 -99.7 -99.6 -99.6 -99.6 -99.7

2020年 2021年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月

関空外国人入国者数 709,555 228,987 35,696  393      182      577      834      1,616   2,467   5,381   11,945  13,553  10,919  1,881   3,129   2,341   2,002   2,361   2,774   

2019年同月比 2.1 -66.1 -95.1 -99.9 -100.0 -99.9 -99.9 -99.8 -99.6 -98.3 -98.2 -97.9 -98.4 -99.7 -99.6 -99.7 -99.7 -99.7 -99.6
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１．コロナ禍における経済の現状
観光インバウンドの状況②

【宿泊者数の状況（大阪府）】

 新型コロナウイルス感染症の拡大により宿泊者数、客室稼働率は激減。外国人宿泊者数の減少が顕著。

 2020年7月以降、Go To トラベルキャンペーン等により回復の兆しが見えたものの、感染症の再拡大に伴い12

月以降は再び減少。以降、感染状況に応じ増減があるものの、低調な動きが続く。
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出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より作成

出典：観光庁「宿泊旅行統計調査」より作成
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２．近年の社会・経済の環境変化

大阪府のワクチン接種状況について

出展：大阪府ホームページ「ワクチン接種状況等について」より抜粋

人口 接種回数 うち1回目回数 1回目接種率 うち2回目回数 2回目接種率

合計（全年齢） 8,839,511 10,523,937 5,623,279 63.6% 4,900,658 55.4%

※医療従事者等は含まない。
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２．近年の社会・経済の環境変化
国際金融都市…世界的に事業を展開する銀行や証券会社などが拠点を構え、国際的な金融取引の中心となる都市のこと。

出典：国際金融都市OSAKA推進委員会「国際金融都市OSAKA戦略骨子概要」
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２．近年の社会・経済の環境変化
脱炭素（カーボンニュートラル）…温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させること。2020年10月、第203回臨時国会の所信表明演説に
おいて、「2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現をめざす」ことが
宣言された。

出典：環境省ホームページ資料より抜粋
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２．近年の社会・経済の環境変化
 5G…第5世代移動通信システムのこと。3.9世代移動通信システム（LTE）や第4世代移動通信システム（4G）と比較して、「超高速」「超低
遅延」「多数同時接続」といった特長を持つ通信が可能となる。

出典：総務省ホームページ資料より抜粋



※事業等の名称は仮称や通称のものもある
※今後の予定は2021年9月末時点の想定
各事業の取組状況等により変動があり得る

出典：第18回副首都推進本部会議資料（一部加工）

■大阪・関西におけるビッグプロジェクト等

2025
大阪・関西万博

リニア中央新幹線
大阪開業

北陸新幹線
大阪開業

統合型リゾート（IR）

2017
阪神圏の高速道路料金体系一元化（シームレス料金）、淀川左岸線延伸部事業化、

2019
おおさか東線全線開業

2023
なにわ筋線開業、新名神高速道路全線供用

2024
うめきた2期先行まちびらき

2016

関空等運営権売却、政府関係機関移転基本方針決定（国立健康・栄養研究所 等）、大阪国際がんセンター開院

2019
G20大阪サミット

なにわ筋線整備主体・事業スキーム府市意思決定

公設民営学校開校、阪神高速大和川線全線供用
百舌鳥・古市古墳群世界文化遺産登録

2019
ラグビーワールドカップ

2021 東京
オリンピック・パラリンピック

2022 ワールドマスターズゲームズ
2021関西

【大阪の主な動き（構想段階含む）】
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２．近年の社会・経済の環境変化

2022
大阪中之島美術館開館、大阪公立大学開校


